
卒業生の現在の職業的満足に関する分析 

小樽商科大学の卒業生調査データから 

An Analysis of Alumni Survey of Otaru University of Commerce 

Focusing on Current Job Satisfaction of Graduates 

 

西出 崇 1 

（1小樽商科大学） 

Takashi Nishide 

(1Otaru University of Commerce) 

1．はじめに 

小樽商科大学では教育成果の検証や卒業生

の大学に対する社会人経験に基づいた意見等

を聴取するために、2017 年度から卒業後 3 年

および 11 年が経過した卒業生を対象にアンケ

ート調査を実施している。本報告では、ほぼ同

一の質問項目で実施された 2018 年度から

2021 年度までの回答データを用い、年収や卒

業生の現在の職業における満足の度合いに注

目して、それを左右する要因の基礎的な検討を

行う。具体的には、所属学科や性別などの属性、

成績など在学時の情報、在学中に力をいれた取

り組みなどの項目を説明変数として、現職にお

ける満足度をどのような要因が左右している

のかを分析する。 

2．先行研究と本研究の位置づけ 

大学教育の効果は、教育社会学や教育経済学、

経営学などの分野において重要な検討対象で

あり多くの研究蓄積がある（小原：2017）。本

稿の関心も大学教育の効果の検証という点で

はこれらの研究と重なるが、ここでは一般化し

た議論というよりも、個別の機関における教育

の内部質保証や点検、評価を目的とする IR

（Institutional Research）の一環として、大

学の教育と成果との関係を検討する。 

大学の重要な役割の一つに労働力としての

人材育成が挙げられる。その文脈では将来の生

産性や賃金などが重要な目的変数であり、それ

に対する大学教育の効果が数多く検討されて

いる（北條：2010；大谷他：2003；山本他：

2015 など）。本稿でも卒業後の年収を目的変数

として、それに影響をおよぼす要因を検討する。 

他方で、大学教育の「成果」や「効果」は収

入に代表される経済的な便益に限らない。例え

ば、それぞれの卒業生の人生の文化的な豊かさ

や主観的な生活満足度、社会への貢献のあり方

なども、大学教育の成果として検討すべき側面

である。これらについて、何をどのように検証

すべきであるかは、大学自身がディプロマ・ポ

リシー等に掲げる教育理念や目的・目標に応じ

て設定すべき課題である。ここではその一つの

切り口として、職業的な満足度との関係を検討

する。ただし、これは利用可能な変数の制約に

よるもので、本来ならば調査の企画・設計の段

階で設定されるべきものである。現状ではこの

部分が十分議論されておらず、分析を踏まえて

今後の卒業生調査の目的や内容を検討したい。 

3．分析方法と利用データ 

前述のとおり、ここで分析対象とするデータ

は 2018 年度から 2021 年度までの 4 年間、8

カ年度分の小樽商科大学の卒業生調査のデー

タである。回収率や標本の代表性等のデータの

特性については既に検討しており詳細は西出

（2022）を参照されたい。分析は①年収および

②「仕事のやりがい」「給与・待遇」などの職

業的満足度を目的変数として、順序ロジスティ

ック回帰を適用する。なお年収は 0 円から 200

万円ごとに 1000万円以上まで 6段階の順序変

数、職業満足はそれぞれ「非常に不満」から「非

常に満足」までの 5 段階の順序変数となって

いる。また、回答者の 9 割以上は何らかの形で

就業しており、分析対象は就業者のみである。 

年収を説明する要因および統制変数として、

ここでは調査年度、卒業後年数ダミーおよび両

者の交互作用、所属学科、性別、成績、転職経

験の有無、在学中に力をいれた取組みをモデル

に投入した。また職業満足度を説明する要因と

しては、上記の変数に加えて年収を投入した。 

4．分析結果 

①年収を目的変数とした分析結果を表 1 に

示す。Model1 は基本的な属性と転職経験のみ

のモデルで、Model2 は在学中に力を入れた取

組みを追加している。いずれも卒業後 3 年に

対して 10 年後の方が有意に年収が高く、時間

経過にともなって年収が上昇していることが

示唆される。また性別では女性の方が低く、転

職経験がある人も年収が有意に低いことがう

かがえる。転職はより高い収入を求めて行われ

ているわけではないことが示唆される。在学中

の成績については、Model1 では 10%水準で有

意であるが Model2 では有意ではなく、年収に

はあまり影響がないようである。 

在学中に力をいれた取り組みを見ると、教養

科目は年収に有意に負の効果があり、ゼミナー



ル、資格取得などの自主学修、課外活動は有意

に正の効果がある。「教養科目」に力を入れた

学生の年収が低い傾向はやや気になるが、将来

の年収を上昇させるのはゼミナールや資格取

得などの主体的な学びや、学業以外の課外での

取り組みの活発さが影響しているようである。

所得を説明する要因は学業パフォーマンスそ

のものというよりも、在学中の取り組みの内容

の影響が相対的に大きいということだろうか。 
表 1： 年収を目的変数とした 

順序ロジスティック回帰の結果 
 Model1  Model2  

（目的変数） 年収  年収  

調査年度（Ref. 2018 年度）     

2019 年度 0.948  0.923  

2020 年度 0.947  0.911  

2021 年度 1.015  1.066  

卒業後年数（10 年ダミー） 14.589 *** 18.961 *** 

2019 年度：10 年 1.670  1.595  

2020 年度：10 年 0.950  0.919  

2021 年度：10 年 0.899  0.763  

学科（Ref. A 学科）     

B 学科 1.128  1.114  

C 学科 0.440 *** 0.429 *** 
D 学科 0.990  1.014  

性別（女性ダミー） 0.390 *** 0.378 *** 

成績（素点平均） 0.984 * 0.991  

転職経験あり 0.213 *** 0.216 *** 

力を入れた取組み     
教養科目   0.722 ** 
語学   0.979  

専門科目   0.841  

ゼミナール   1.341 *** 
資格取得など自主学修   1.186 ** 
部活など課外活動   1.220 *** 

N 718  718  

※係数はオッズ比；p<0.01:***, p<0.05:**, p<0.1, * 

次に②職業的満足度を目的変数とした分析

結果を表 2 に示す。仕事のやりがいおよび給

与・待遇のいずれでも、年収は有意に正の影響

をおよぼすようである。特に給与・待遇には当

然ながら大きな影響がある。そして年収を統制

しても性別の係数が有意になり、女性の満足度

が高いことがわかる。先に示した通り、女性は

相対的に年収が低いものの職業的な満足度が

高いという関係が示唆され、職業に対して収入

以外の価値を見出していることが考えられる。 

転職経験は仕事のやりがいには正の影響が

あるが、給与・待遇には有意な影響がない。転

職は年収に負の効果がみられたことと合わせ

て考えると、収入よりもやりがいなどを求めて

転職しているということだろうか。在学中の取

り組みを見ると、仕事のやりがいには「専門科

目」や「資格取得」、給与・待遇には「教養科

目」が有意な正の効果がある。この段階では解

釈が難しいが、一つの推理として専門的な知識

を活かせることが「やりがい」につながってい

ることなどが想像できる。また「教養科目」は

年収の分析結果とも合わせて考えると、年収は

低いものの給与・待遇にはある程度満足する傾

向が示唆されることから、特定の職業や何らか

の価値観が媒介となっているのかもしれない。 

表 2：職業満足を目的変数とした 
順序ロジスティック回帰の結果  

 Model3  Model4  

（目的変数） 
仕事の 
やりがい 

 給与・待遇  

調査年度（Ref. 2018 年度）     

2019 年度 0.946  1.255  

2020 年度 1.309  1.248  

2021 年度 0.907  1.314  

卒業後年数（10 年ダミー） 0.704  0.696  

2019 年度：卒業後 10 年 0.574  0.515 * 
2020 年度：卒業後 10 年 1.264  0.736  

2021 年度：卒業後 10 年 0.748  0.466 * 

学科（Ref. A 学科）     

B 学科 1.038  0.787  

C 学科 0.908  0.865  

D 学科 1.382  1.100  

性別（女性ダミー） 1.455 ** 1.668 *** 

成績（素点平均） 0.980 ** 1.006  

転職経験あり 1.766 *** 0.957  

年収 1.759 *** 3.040 *** 

力を入れた取組み     

教養科目 1.037  1.302 ** 
語学 0.967  1.099  

専門科目 1.427 *** 0.895  

ゼミナール 1.083  0.981  

資格取得など自主学修 1.191 ** 1.047  

部活など課外活動 1.044  1.091  

N 718  718  

※係数はオッズ比；p<0.01:***, p<0.05:**, p<0.1, * 

5．むすびにかえて 

ここでは小樽商科大学の卒業生調査から卒

業後の年収や職業的満足度を左右する要因に

ついて、在学中の属性や成績、力を入れた取組

みなどを検討し、いくつかの関係を示した。こ

れらをさらに詳細に分析するためには共分散

構造分析など、より高度な分析を適用する必要

があり、今後の分析課題としたい。 

大学が卒業生調査を行う目的は、教育の内容

や成果を検証することであるが、ここでは年収

や職業的満足度に注目した。これらは大学教育

の成果の一つの重要な側面としてしばしば調

査・分析されるが、必ずしもそれだけが大学の

教育目的や理念と対応しているわけではない。

本学の現状の卒業生調査では、その点が十分に

議論されておらず、ここでの分析を出発点とし

て、何をどのように検証するかを含めた卒業生

調査自体の企画や目的を検討する必要がある。 
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